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第１章    基本的な考え方 

 

 

１ 人権とは 

人権とは、「すべての人間は生まれながらにして自由であり、かつ、その尊

厳と権利について平等である」と「世界人権宣言」にうたわれており、「日本

国憲法」においても、基本的人権の享有と法の下に平等が保障されるなど、

誰もが生まれながらに持っている権利と考えられています。また、国の「人

権教育・啓発に関する基本計画」では、「人権とは、人間の尊厳に基づいて、

各人が持っている固有の権利であり、社会を構成するすべての人びとが個人

としての生存と自由を確保し、社会において幸福な生活を営むために欠かす

ことのできない権利である」と述べられています。 

歴史的に見ても、人権は国家権力の濫用から国民の権利を守るために形成

され、具体的には憲法をはじめとする法として成文化されています。その意

味で、憲法上の人権とは、国家権力に対して主張しうる権利であるといえま

す。そして、対国家的権利としての憲法上の人権を尊重する義務を負うのは、

国家権力を行使する政府機関や公務員の側にあります。このようなことから

公務員など権力を行使する立場にある者は高度な人権感覚が求められます。

また、近年では、マスメディアや大企業、その他の各種団体が個人の権利を

侵害する事例や私人間相互において差別や虐待といった形で起こる人権侵害

などが、深刻化しています。 

誰もが幸福に生きていく社会を実現するために、日常生活において人権が

文化として普遍的に存在する社会の実現を図る必要があります。 
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２ 人権教育・啓発とは 

国際連合（以下「国連」という。）では、「人権教育のための国連10年」行動

計画で、人権教育を「知識と技術の伝達及び態度の形成を通じ、人権という

普遍的文化を構築するために行う研修、普及及び広報努力である」と定義し

ています。また、1994（平成６）年の国連決議文では、「人権教育は単なる情

報提供にとどまらず、あらゆる発達段階の人びと、あらゆる社会層の人びと

が、他の人の尊厳について学び、また、その尊厳をすべての社会で確立する

ための方法と手段を学ぶための生涯にわたる総合的な過程である」と定義し

ています。 

つまり、人権教育・啓発とは、学校教育だけでなく子どもから大人まで、

すべての市民を対象とし、自分が大切であるのと同じように、他の人びとも

大切な存在として理解し、人間としての尊厳が守られた社会を実現していく

ためには、どうすればよいのかを生涯にわたって学習することです。また、

人権について単に知識として知るだけでなく具体的な態度や行動に現れるよ

うに、手段・方法を重視した取り組みを通じて、日常生活の中で自然に人権

が守られた社会を実現していくために、市民と行政が協働して創造していく

活動です。市民がさまざまな権利の主体であることを明らかにし、市民一人

ひとりが、自分と他の人たちが幸せに生きていくために必要な権利について

自覚し、それらの権利が侵害されないような社会をつくる必要があります。 

そのためには、「①人権とは何かについて学ぶこと（人権尊重の社会をめざ

す教育）、②人権を守り育てていく社会や個人を育成すること（教育内容が大

切であること）、③教育を受けることそのものが人権であること（教育権の保

障）、④人権教育の学習過程が人権が守られた状態で展開されること（相手の

人権を尊重して行われる教育）」（「八尾市人権教育のための国連10年行動計画」

より）といった内容を含む人権教育・啓発を進めていかなければなりません。 
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３ 人権教育・啓発をめぐる背景 

① 国際的な動き 

国連では、1948（昭和23）年の第３回総会において、「すべての人民とすべ

ての国とが達成すべき共通の基準」として、「世界人権宣言」を採択して以来、

人権に関する数多くの国際規範を採択するなど、人権と平和が尊重される社

会の実現に向けて活動を展開してきました。また、1966（昭和41）年の総会

において、法的な拘束力を持つ二つの「国際人権規約」が採択されました。

しかしながら、冷戦時代の終了後も、人種、民族、宗教等の対立に起因する

地域紛争、また、テロや迫害により尊い人命が奪われていることから、1994

（平成６）年の総会において、「世界人権宣言」の意義を再確認するとともに、

1995（平成７）年から2004（平成16）年までの10年間を「人権教育のための

国連10年」とすることが決議され、各国において国内行動計画の策定を求め

るなど世界的な規模で活動が展開されてきました。 

国連や国連教育科学文化機関（ユネスコ）等による人権教育・啓発に関す

る国際的な取り組みと連携して進めることは、これからの人権教育・啓発を

進めるうえで必要不可欠です。「人権教育のための国連10年」は、2004（平成

16）年12月末で終了を迎えましたが、国連は、2004（平成16）年12月の総会

で、世界各地で引き続き人権教育を積極的に推進していくことを目的に、「人

権教育のための世界計画」の開始を採択し、2005（平成17）年１月から2007

（平成19）年12月末までの第１フェーズ（段階）では「初等中等教育におけ

る人権教育」に焦点をあてた取り組みを進め、さらに、その期間を２年間延

長し、2009（平成21）年12月末までとしました。また、2010（平成22）年１月

から2014（平成26）年12月までの第２フェーズ（段階）では、「高等教育にお

ける人権教育及び公務員、法執行者、軍隊への人権研修」に重点を置くこと

とされました。さらに、2015（平成27）年１月から2019（令和元）年12月まで

の第３フェーズ（段階）では、「最初の２つのフェーズ（段階）の実施を強化

し、メディア専門家及びジャーナリストへの人権研修の促進」を重点に置く

こととされました。さらに、2020（令和２）年１月から2024（令和６）年12月

までの第４フェーズ（段階）では、「青少年における人権教育の強化」に重点

を置いています。 

このほか、国連では2003（平成15）年から2012（平成24）年までを「国連識



 
 

第１章 基本的な考え方 

5 

字の10年」として取り組んだほか、持続可能な共生社会を作っていくために、

2005（平成17）年から2014（平成26）年までを、自然環境問題はもとより、経

済や政治に関する法や制度の改善などとともに、貧困や人権、女性差別、戦

争・紛争など、さまざまな課題に向きあい解決していく力を育むための「国

連持続可能な開発のための教育の10年」（Ｐ96）を採択し、各地で取り組みを

進めました。「国連持続可能な開発のための教育の10年」では、「世界中の人

びとや将来の世代までもが安心して暮らせる社会」を実現するために、地球

温暖化や酸性雨などの「環境問題」、人権侵害や異文化間の衝突などの「社会

的問題」、貧富格差をはじめとする「経済的な問題」等の解決が不可欠である

とされています。これらの問題の解決には民族や国境の壁を乗り越え、人び

とが互いの価値観や人権を尊重する意識や感覚を育てていくことが重要とう

たわれています。 

このように、国連では、重要な人権課題についての集中的な取り組みとし

て、「国際の10年」や「国際年」といった取り組み、12月10日の「人権デー」

といった「国際デー」などの活動が展開されています。 

また、開発や安全保障と並んで人権を重要分野の一つとして取り上げてお

り、2006（平成18）年６月に、人権委員会を一つの委員会から理事会に格上

げし、人権と基本的自由の保護・促進及びそのための加盟国への勧告や、大

規模かつ組織的な侵害を含む人権侵害状況への対処及び勧告など、人権に関

する取り組みの充実を図っています。 

2008（平成20）年12月には、「世界人権宣言」の60周年を記念して、「人権

の普遍性、不可分性、相互依存性を確認し、人権の完全な実現に向けて取り

組むことを再確認する宣言」を採択しました。 

2011（平成23）年12月の国連総会において、すべてのステークホルダー（利

害関係者）による協同の取り組みを通じて、人権教育と研修に対するあらゆ

る取り組みを強化するべきという強力なメッセージである「人権教育及び研

修に関する国連宣言」が採択されました。 

さらに、2015（平成27）年９月には、国連の総会において「持続可能な開

発のための2030アジェンダ」が採択され、その中でＳＤＧs（持続可能な開発

目標）（Ｐ94）として、持続可能な世界を実現するための17のゴール（目標）

と169のターゲットが掲げられています。この「17のゴール（目標）と、169
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のターゲット」は、「すべての人々の人権を実現し、ジェンダー平等とすべて

の女性と女児の能力強化を達成することをめざす」と定められており、人権

の実現、ジェンダー平等と女性のエンパワーメント（Ｐ95）の達成の重要性

が明確に示されています。 

 

② 国内の状況 

日本国内においては、国連において採択された国際人権規約をはじめとし

た人権関係諸条約を締結し、その趣旨に基づいて国内法を整備するなど、国

際社会の一員としての役割を果たすとともに、「日本国憲法」や「教育基本法」

に基づき、世界平和と人類の福祉の実現に向けた人権意識の高揚を図る取り

組みを推進してきました。 

同和問題（部落差別）については、1965（昭和40）年８月に出された国の

同和対策審議会答申では「憲法に保障された基本的人権にかかる課題とし、

その解決は国の責務であると同時に国民的課題である」とされており、その

後、教育の機会均等を保障することやあらゆる差別をなくすための教育が進

められ、同和教育で積み上げてきた成果を踏まえ、問題解決への実践を通し

てさまざまな人権問題の解決をめざす活動へと広げてきました。 

一方、女性や障がいのある人などの多様性（ダイバーシティ）に対する人

権問題について、国際的な動きと連動して男女共同参画社会の実現やバリア

フリー（Ｐ99）に向けた取り組みなどが行われてきました。 

しかし、国内の人権に関する取り組みは十分とはいえず、国連などの関係

機関から、人権に関わる懸念事項について勧告を受ける中、1997（平成９）

年７月に、「「人権教育のための国連10年」に関する国内行動計画」が策定さ

れ、人権教育の取り組みが進められてきました。 

また、「人権擁護施策推進法」が1997（平成９）年３月に施行され、同法に

よる人権擁護推進審議会からの答申が出されています。その後、人権教育・

啓発のより一層の推進を図るため、「人権教育及び人権啓発の推進に関する法

律」が2000（平成12）年12月に施行され、人権教育・啓発の理念、国・地方公

共団体・国民の責務を明らかにした基本計画の策定や年次報告等の内容が盛

り込まれました。 
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この法律に基づく「人権教育・啓発に関する基本計画」が、2002（平成14）

年３月に策定され、この基本計画に基づき、国は人権教育の指導方法等のあ

り方を中心に検討を行い、2008（平成20）年３月までに３次にわたって「人

権教育の指導方法等の在り方について」が取りまとめられました。また、2011

（平成23）年４月には、基本計画に、「北朝鮮当局による拉致問題など」に関

する事項が追加されました。 

一方で、人権擁護及び救済については、人権擁護推進審議会から、2001（平

成13）年に「人権救済制度の在り方について」、「人権擁護委員制度の改革に

ついて」の答申が出され、答申に基づき、2002（平成14）年３月に「人権擁護

法案」が国会に提出されましたが、数次の国会審議を経て、2003（平成15）

年10月で廃案となっています。    

また、2005（平成17）年に「人権侵害による被害の救済及び予防等に関す

る法律案」、2012（平成24）年に「人権委員会設置法案」が国会に提出されま

したが、いずれも廃案となっています。さらに、2011（平成23）年８月には

「新たな人権救済機関の設置について（基本方針）」が公表され、同年12月に

「人権委員会の設置等に関する検討中の法案の概要」が公表されました。国

連からも国内人権機関の設置等をめざすよう勧告を受けています。 

その後、国ではさまざまな人権を具体的に保障するために、2016（平成28）

年４月に「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律」（障害者差別解

消法）、６月に「本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消に向けた取組

の推進に関する法律」（ヘイトスピーチ解消法）、12月に「部落差別の解消の

推進に関する法律」（部落差別解消推進法）を相次いで施行するなど、個別の

分野にかかる法律の整備や人権尊重の取り組みが進められています。 

 

③ 八尾市のこれまでの取り組み 

本市では、同和問題（部落差別）の解決を市政の重要課題と位置づけ、早

くから取り組んできました。「同和教育の基本方針」を1963（昭和38）年に策

定した後、1967（昭和42）年６月には「八尾市同和教育基本方針」を全面改

正するなど、同和教育を推進してきました。 

また、1966（昭和41）年に、大阪府内においてもいち早く、「八尾市同和教

育推進協議会」（現在の八尾市人権啓発推進協議会）を発足させ、1979（昭和

54）年には「八尾市企業内同和問題研修推進協議会」（現在の八尾市企業人権
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協議会）を発足するなど、市民や企業等に対する啓発活動の促進を図ってき

ました。 

さらに、庁内の推進体制として、1985（昭和60）年７月に人権問題に対す

る市民の認識を深め、幅広い理解を促進し、人権問題の解決に資するため、

八尾市人権啓発推進本部（現在の八尾市人権施策推進本部）を設置し、市民、

企業等に対する啓発活動を推進してきました。 

1988（昭和63）年には「男女平等を推進するための八尾市指針」の策定と

同時に庁内に推進本部を設置し、男女共同参画の推進を図ってきました。1990

（平成２）年６月には「八尾市在日外国人教育基本指針」を策定するなど、

人権に関するさまざまな取り組みを実施してきました。 

1997（平成９）年７月には、市長を本部長とする人権教育のための国連10

年推進本部を設置し、総合的かつ効果的な推進を図ってきました。1999（平

成11）年には2004（平成16）年までを計画期間とする「八尾市人権教育のた

めの国連10年行動計画」を策定し、その後の人権施策を推進する際の基本的

な指針としてきました。 

2001（平成13）年３月に、すべての人権が尊重され、共に認め合い、幸せ

に暮らせる社会づくりに取り組むために「八尾市人権尊重の社会づくり条例」

を制定し、その後、同条例に基づく八尾市人権尊重の社会づくり審議会の答

申を受けて、2006（平成18）年３月に「八尾市人権教育・啓発プラン」を策定

しました。2016（平成28）年３月には、社会状況の変化や新たに起こってい

る課題などに対応するため、「第２次八尾市人権教育・啓発プラン」を策定し、

人権教育・啓発についての取り組みを総合的かつ計画的に推進しています。 
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４ 計画の位置づけ 

「人権教育及び人権啓発の推進に関する法律」第５条で、地方公共団体は

人権教育及び人権啓発に関する施策を策定し、実施する責務を有するとされ

ています。さらに、「八尾市人権尊重の社会づくり条例」を推進するための方

策として、八尾市人権尊重の社会づくり審議会の答申では、人権施策を推進

する際の基本方向として、「人権意識の高揚を図る施策」と「人権擁護に資す

る施策」を掲げており、本計画はそのうちの人権意識の高揚を図るための施

策の推進計画として位置づけています。 

一方、人権擁護にかかる計画の策定については、引き続き国における法制

化の動向を注視する必要があり、当面、具体的な取り組みとして、人権相談

などを通じて、人権侵害を受ける、あるいは受ける可能性のある市民が自ら

の判断により課題解決ができるよう、適切な助言や情報提供などの支援を行

うとともに、関係機関等との連携や協力を通して人権侵害の実態、課題や必

要な取り組みの把握に努めるなど、人権擁護に資する施策を推進していきま

す。 

なお、今回の「第２次八尾市人権教育・啓発プラン（改定版）」の策定経過

において、これまでの取り組み成果と到達点を検証し、今後の取り組み方向

を示すことにより、本市の人権教育・啓発の取り組みを一層推進していきま

す。 
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● 総合計画との関係 

本市では、「八尾市第６次総合計画」（以下「第６次総計」という。）におい

て、目標年次を2028（令和10）年度とし、その将来都市像を「つながり、かが

やき、しあわせつづく、成長都市 八尾」としています。この将来都市像を

実現するために、６つのまちづくりの目標を掲げています。 

６つのまちづくり目標に向けた取り組みを進めるため、34の施策を構成し

ており、施策No. 27「一人ひとりの人権が尊重される差別のない社会の推進」

において、めざす暮らしの姿として「一人ひとりの人権が尊重され、差別の

ない、ともに認め合い、すべての生活領域で誰一人取り残されることなく安

心して暮らしています。」などを掲げ、まちづくりを進めています。 

本計画は、「第６次総計」に基づき推進します。 

 

 １．基本部分  （全体計画にあわせて策定） 
    基本理念 
    基本的視点など 
 
 
 ２．人権意識の高揚を図るための施策 

八尾市人権教育・啓発プラン 
＊八尾市人権教育のための国連10年行動計画の後継計画と位置づける 

 
 
 ３．人権擁護に資する施策 

（
仮
称
）
八
尾
市
人
権
施
策
推
進
計
画 

第２次八尾市人権教育・啓発プラン（改定版）と（仮称）八尾市人権施策推進計画と

の関係図 

2004（平成 16）年 12 月末 
にて終了 

2001（平成13）年４月施行 
「八尾市人権尊重の社会づくり条例」 

1999（平成11）年２月 
「八尾市人権教育のための国連 10
年行動計画」 

2003（平成15）年10月 
 八尾市人権尊重の社会づくり審議会答申 
「人権に関する施策を総合的に推進するた
めの方策について」 
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● 各分野の個別計画との関係 

「八尾市地域福祉計画」や「八尾市教育振興基本計画」等の各分野におけ

る人権教育・啓発に関わる取り組みについては、本計画と連携しながら、各

分野を主管する部局がそれぞれの施策に人権の視点を取り入れ、一体的に実

施していく必要があります。 

また、2015（平成27）年５月に策定した「八尾市いじめ防止基本方針」（2021

（令和３）年３月改定）では、市、教育委員会、学校、家庭、地域住民、その

他あらゆる関係者の連携のもと、社会全体でいじめ（Ｐ94）問題の克服をめ

ざしています。 

いじめは「重大な人権侵害事象であり、絶対に許されない卑怯な行為であ

る」ことから、本計画は「八尾市いじめ防止基本方針」における対策の内容

と整合を図り、人権教育・啓発を推進していきます。 

さらに、女性、子ども、高齢者、障がいのある人、同和問題（部落差別）、

外国人など各分野の個別計画においても、人権教育・啓発に関わる取り組み

を進め、本計画と連携しながら一体的に実施しています。 

 

 

５ 計画の目標年次 

本計画の目標年次は、2025（令和７）年度とします。 

 


